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日常的に行う口腔機能訓練による高齢者の口腔機能向上への効果

大岡 貴史 拝野 俊之 弘中 祥司 向井 美惠

概要：口腔機能は，摂食・嚥下機能や構音機能など，生活の質の維持・向上，コミュニケーションをはじめとした社会
生活を営むうえで重要な役割を担っている．本研究では，在宅高齢者の機能減退に伴う摂食・嚥下機能および構音機能の
低下に対して，機能低下の進行を予防するために高齢者自身が行える口腔機能向上における新たな介護予防システムを構
築することを目的に，口腔体操が口腔機能の向上に与える効果を検討した．
特定高齢者および要支援高齢者計 23 名（男性 4名，女性 19 名，平均年齢 77.9±6.5 歳）を対象として，器具を用いない
口腔体操および口腔ケアを含む口腔機能向上プログラムを自宅にて約 3カ月継続して実施した．この介入前後に摂食・嚥
下機能および構音機能の改善効果について評価を行い，口腔機能の変化について検討を行った．その結果，口唇閉鎖力お
よび音節交互反復運動の回数に著明な改善がみられた．また，反復唾液嚥下テスト（RSST）においては，介入前の評価で
3回の嚥下が行えなかった対象者で明らかな嚥下回数の向上が認められ，初回嚥下までの時間も有意に短縮された．
これらより，特定高齢者および要支援高齢者が自宅にて日常的に行える簡便な口腔体操の実践により，摂食・嚥下機能，
構音機能をはじめとした口腔機能の向上が得られる可能性が示唆された．
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緒 言

わが国においては近年急速に人口の高齢化が進んでお
り，それに伴って高齢者の自立支援および社会全体によ
る介護を目的として，平成 12 年から介護保険が開始され
た1）．介護保険導入時には介護認定者は 218 万人であっ
たが，平成 17 年には 411 万人に増加しており，そのなか
でも要支援，要介護 1の認定者が 84 万人から 200 万人と
著しく増加した2）．特に，要支援では平成 12 年から 17
年の間で 60％以上の者が要介護者へと移行しており3），
比較的軽度の要介護高齢者における介護状態の軽減，進
行予防が大きな課題となっている．これを受け，平成 18
年度の介護保険の改定では，「栄養改善」，「運動機能の向
上」，「口腔機能の向上」が介護予防の中心に位置づけら
れ，軽度の要介護高齢者における病状進行の予防が重要
視され，要支援および一部の要介護度 1の高齢者に対す
る新予防給付が新設されている4，5）．
口腔機能は，呼吸機能などの生命維持に必要な機能の

ほかに，摂食・嚥下機能や構音機能など，生活の質の維

持・向上，コミュニケーションをはじめとした社会生活
を営むうえで重要な役割を担っている．このなかで，摂
食・嚥下機能の維持・向上を目的とした機能療法につい
ては，口腔ケアや口腔機能訓練を用いたさまざまな研究
が行われている6―10）．これらの研究では，介護福祉施設や
介護保険施設利用者に対して，歯科医をはじめとした専
門職が口腔ケアや機能訓練を行うことで，摂食・嚥下機
能の改善が得られると述べられている．しかしながら，
これらの施設に入居していない在宅の高齢者への支援に
ついての研究はなく，口腔機能のセルフケア方法の確立
はされていないのが現状である．
本研究では，在宅高齢者の機能減退に伴う摂食・嚥下

機能および構音機能の低下に対して，高齢者自身が行え
る口腔機能向上における新たな介護予防システムを構築
することを目的とした．

対象および方法

1．対象
都内某老人福祉施設にて介護保険法による指定認知症
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